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ゼロカーボンシートの見方
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石狩市ゼロカーボンシート
脱炭素ロードマップ RE100実現モデル

地域の関係図地方創生・脱炭素の効果

出典）2022.8.9 石狩市長加藤龍幸資料

脱
炭
素
関
連
の
取
り
組
み

政
策
等
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北海道総合
開発計画、
港湾部開発、
企業誘致

2011年 2014年

データセン
ターを誘致

スマートエ
ネルギーコ
ミュニティ
構想

2017年

RE100ゾー
ンを企画

ゼロカーボ
ンシティ宣
言

2017年 2022年 2023年 2024年 2025年

REゾーンの特
定送配電事業実施

再エネ供給
の広域化等

石狩湾新港地域
セクターカップリングによる
地域公共交通等の検討・導入

水素サプライチェーン構築基盤
インフラ整備

水素広域供
給体制構築

再エネ設備
導入検討

公共施設群

水素広域供給体制
構築

2030年

公用車としてのEV、FCVの導入

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
の
実
現

産業立地 特集 ━「グリーン社会」実現への挑戦 「石狩市が描く脱炭素時代の産業振興モデル」より出典

再エネ100％電力の地産地活を目指す

地域の再エネ

近隣地域へ

地域産業の
脱炭素化

H2

水素供給の確立へ

再エネの活用と水素事業確率に向けて

出典）令和3年3月 第3次石狩市環境基本計画に加筆

市事業者

市民

連携
協力

連携
協力

環境審議会
庁内関連部署
【主管】

•企画経済部
•環境市民部

各種関連個別計画

国
・
道
・
他
市
町
村
・

関
係
機
関
な
ど

【現況】
• 現首長は、現政策については、
一回代わったが継続している。

• 庁内の合意形成・調整以外に、
企業誘致の際は、制度変更や、
相手の思惑なども加味すると、
少なくとも数年以上はかかる。

• 企画が中心になり、産業、街
づくりの課題、強み、要求か
ら入り取り組む。

• 以前よりエネルギーや環境の
入り口（データセンター、超
電導、水素）から入った企業
誘致戦略はあるが、今後全庁
戦略としての推進が必要。

(2018年比35万t-CO2削減)

2050年 100％
(2018年比57万t-CO2削減)

エネルギー
消費量削減

光熱費
削減

設備投資
費増加

可処分所
得増加

地域内事業者
(1次産業含む)
受注額増

地域内消費額増

エネルギー・電力
自給量増加

再エネ・
再エネ電力可能性

新規
事業化

コスト
削減

雇用・人口増
暮らしの質向上

.6PJ削減)

.5PJ削減)

削減)

削減)

億円増加)

億円削減)

2030年 〇％
(対エネルギー消費)

2050年 100％
(対エネルギー消費)

〇％
(対電力消費)

100％
(対電力消費)
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脱炭素化のロードマップを記載しています。
脱炭素化施策の過去・現在・未来のスケ
ジュールを確認できます。

ゼロカーボンシートは、各自治体単位に4つに分割されており、各部分は以下のような内容となっています。

地方創生・脱炭素化を同時に実施した場合
の定量的な効果について、記載しています。
この数値は、自治体の現状を表したり計画
に基づく試算ではなく、地方創生ゼロカー
ボンのコンセプトに沿った施策を実施した
場合の定量効果を推計しています。
（詳細解説は次ページ「自治体地方創生ゼ
ロカーボン推計について」）

脱炭素化を推進するにあたり、地域のス
テークホルダーとの関係性、または自治体
内部の推進体制について記載しています。

脱炭素化への取組の戦略・戦術の全体像に
ついて記載しています。



自治体地方創生ゼロカーボン推計について

また、エネルギー消費に基づくCO2削減

が、地域経済・産業振興に結び付けば、地
方創生ゼロカーボンとなる（右図）。

本推計では、ゼロカーボンの地方創生指
標として、「地域内・エネルギー電力自給
目標」、「光熱費削減目標」、また、省エ
ネ・再エネ設備投資を地域企業が受注した
場合の「地域企業経済効果」もおおよそで
あるが、示すことにした。

地域脱炭素への対策の柱は徹底的な「省エネ」と「再生可能エネルギー」の導入で
ある。本ゼロカーボンシートは、2018年を現状とし（一部2015年比あり）、2050年
CO2ゼロエミッションに向けて、省エネ対策、再生可能エネルギー導入（スライド
２・３）対策を段階的に実施するとしたときの将来推計（産業総合研究所歌川学氏に
よる）である。ほとんどの自治体で、省エネ・再エネの徹底導入で、2050年のCO2排
出量ほぼゼロが達成できることがわかる。

図：ゼロカーボンと地方創生の循環図 4
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地方創生を
考慮しない
脱炭素
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100

地方創生ゼロカーボン
（域外流出額ゼロ）

先進的事例自治体

○の大きさは、人口規模を表す

発展的事例自治体

西粟倉村

会津若松市
石狩市

安中市、津山市、
近江八幡市、釧路町、
和泉市、大木町

北杜市知名町 邑南町

図 地方創生ゼロカーボンの分布図(イメージ)

地方創生ゼロカーボ
ンへの実現ベルト

(％)０

100

2030年目
標
-46％

2050年目標
（脱炭素）

当分布図は、イメージの
ため、今後精緻なプロッ
トを行う予定。

先進的事例自治体および発
展的事例自治体の地方創生
ゼロカーボンの進捗状況を
分布図で示した。
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先進的事例自治体

・北海道石狩市
・福島県会津若松市
・山梨県北杜市
・岡山県西粟倉村
・島根県邑南町
・鹿児島県知名町
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石狩市ゼロカーボンシート
脱炭素ロードマップ RE100実現モデル

地域の関係図地方創生・脱炭素の効果

出典）2022.8.9 石狩市長加藤龍幸資料
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構想

2017年

RE100ゾー
ンを企画

ゼロカーボ
ンシティ宣
言

2017年 2022年 2023年 2024年 2025年

REゾーンの特
定送配電事業実施

再エネ供給
の広域化等

石狩湾新港地域
セクターカップリングによる
地域公共交通等の検討・導入
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インフラ整備

水素広域供
給体制構築

再エネ設備
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公共施設群
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構築
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出典）令和3年3月 第3次石狩市環境基本計画に加筆

市事業者

市民

連携
協力

連携
協力

環境審議会
庁内関連部署
【主管】

•企画経済部
•環境市民部

各種関連個別計画
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他
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町
村
・

関
係
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関
な
ど

【現況】
• 現首長は、現政策については、
一回代わったが継続している。

• 庁内の合意形成・調整以外に、
企業誘致の際は、制度変更や、
相手の思惑なども加味すると、
少なくとも数年以上はかかる。

• 企画が中心になり、産業、街
づくりの課題、強み、要求か
ら入り取り組む。

• 以前よりエネルギーや環境の
入り口（データセンター、超
電導、水素）から入った企業
誘致戦略はあるが、今後全庁
戦略としての推進が必要。

産業立地 特集 ━「グリーン社会」実現への挑戦 「石狩市が描く脱炭素時代の産業振興モデル(2021年11月号)」より出典

再エネ100％電力の地産地活を目指す

地域の再エネ 再エネの送配電

近隣地域へ

REゾーン

地域産業の
脱炭素化

H2

水素供給の確立へ

再エネの活用と水素事業確率に向けて

(2018年比35万t-CO2削減)

100％
(2018年比57万t-CO2削減)

2050年

エネルギー
消費量削減

光熱費
削減

設備投資
費増加

可処分所
得増加

地域内事業者
(1次産業含む)
受注額増

地域内消費額増

エネルギー・電力
自給量増加

再エネ・
再エネ電力可能性

新規
事業化

コスト
削減

雇用・人口増
暮らしの質向上

.6PJ削減)

.5PJ削減)

削減)

削減)

億円増加)

億円削減)

8％
(対エネルギー消費)

2030年

56％
(対エネルギー消費)

2050年

33％
(対電力消費)

90％
(対電力消費)

概念につき
現状空欄
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グラフで見る「石狩市ゼロカーボンシート」
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会津若松市ゼロカーボンシート
RE100実現モデル

地域の関係図地方創生・脱炭素の効果

9

スマートシティと脱炭素ロードマップ

脱
炭
素
関
連
の
取
り
組
み

政
策
等

2011年

東日本大震
災発生

2012年 2013年

電力見える
火取組開始

スマートシ
ティを施政
方針へ

2015年 2017年 2021年 2022年

会津若松＋(都市OS)
整備

「第7次総合計画」策定⇒スマー
トシティをまちづくりのコンセプ
トに設置

2019年

スマートシティAiCT開設

出典）会津若松市視察資料、「会津若松市AiCTコンソーシアムエネルギー分科会活動」資料に一部加筆

2021年6月 (一社)スーパーシティAiCTコンソーシア
ム設立⇒地域マネジメント候補法人整備
2021年8月 スマートシティAiCT満室⇒首都圏等企業
が計36社入居
2021年12月 岸田総理視察⇒「会津若松市の取り組み
を全国で共有する」といった先進事例としての評価
2021年 国のスマートシティガイドブックに事例を多
数掲載
スマートシティ国内事例10選に選定(FUTURE
STRIDEより)

2021年～2022年視察等件
数訳170件 国際関係も増加

2022年4月 市・会津大学・AiCTコンソーシ
アムの3者において「スマートシティ会津若
松」の推進に関する基本協定を締結
デジタル田園都市国家構想推進交付金
Type3に応募⇒データ連携基盤による分野
間連携したデジタルサービス実装を目指す

2050年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
へ

出典：https://www.aict.or.jp/organization

規
制
改
革

As-Is

Stage
Zero

To-Be

再エネの供給量が需要を50%上回っているが、市民が再エネを選択する仕組みがなく、再エネを利活用できていない

独立して安定していない再エネを、会津エネルギーアライアンス設立により、安定した利用しやすい再エネを提供

グリーンエネルギー化と、作って使う「地産地消」により、自立分散型のまちづくりを推進する

CO2の実質排出ゼロとなる、持続可能な社会を実現する

会津エネルギーアライアンス
地域の発電を集約する「会津エネルギーアライアンス
を設立」
エネルギーの供給状況を可視化し、共有の蓄電池を
保有することで地域全体の再エネを安定的で利用し
やすくする。
会津若松市から委託される認定機関として、「会津
若松再エネ認証」を発行。
デジタル技術を活用した、再エネの地産地消の実現
市民がオプトインして会津の再エネを選択し、需要
データを提供する場合には、地域ポイントを還元す
ることで再エネの利用を加速

出典）AiCTコンソーシアム エネルギーWG資料 など

会津エネルギーアライアンス再エネ
証明書

バンブージャパン、コスモエネルギーグ
ループ、東北電力、グリーン発電会津 など

個人間取引
市民参加型の再エネの個人間取引によ
る自立分散モデル
オンサイト再エネの普及とデジタル
技術を活用した再エネの個人間取引
(PtoP)により、エネルギーの自立分
散型の流通を加速させる

ZEH化 EV

ZEB化発電施設

エネルギー
ミックスと
個人レベル
の取引の最
適化を推進

(2018年比62万t-CO2削減)

100％
(2018年比99万t-CO2削減)

2050年

エネルギー
消費量削減

光熱費
削減

設備投資
費増加

可処分所
得増加

地域内事業者
(1次産業含む)
受注額増

地域内消費額増

エネルギー・電力
自給量増加

再エネ・
再エネ電力可能性

新規
事業化

コスト
削減

雇用・人口増
暮らしの質向上

.0PJ削減)

.7PJ削減)

削減)

削減)

億円増加)

億円削減)

19％
(対エネルギー消費)

2030年

100％
(対エネルギー消費)

2050年

25％
(対電力消費)

51％
(対電力消費)

概念につき
現状空欄

9



0

2

4

6

8

10

12

2018 2030 2040 2050

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
[
P
J
]

エネルギー消費量削減目標

産業 業務 家庭

運輸旅客 運輸貨物

▲36%
18年比

▲49%
▲60%

-10

-5

0

5

10

15

20

2018 2030 2040 2050電
力
需
給
[
億
k
W
h
]

地域内電力自給目標

火力原子力 域外再エネ

域内再エネ 域外売電

0

5

10

15

20

域
内
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
と

域
内
再
エ
ネ
可
能
性
[
P
J
]

再エネ可能性

電力 熱利用 運輸燃料

0

10

20

30

40

50

60

域内消費量 域内供給可能性

域
内
消
費
と
域
内
発
電
可
能
性
[
億
k
W
h
]

再エネ電力可能性

水力地熱バイオマス
陸上風力
太陽光(営農等)
太陽光(野立)
太陽光(屋根)
域内消費量

0

100

200

300

400

500

2018 2030 2040 2050

光
熱
費
・
設
備
費
[
億
円
/
年
]

光熱費と設備費

光熱費 設備費

0

50

100

150

2030 2050

設
備
費
[
億
円
/
年
]

地域企業への経済効果

事業者むけサービス
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グラフで見る「会津若松市ゼロカーボンシート」
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グラフで見る「北杜市ゼロカーボンシート」
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西粟倉村ゼロカーボンシート
RE100実現モデル

地域の関係図地方創生・脱炭素の効果

脱炭素ロードマップ

出典）「2050”生きるを楽しむ”むらまるごと脱炭素先行地域づくり事業」西粟倉村ほか

脱
炭
素
関
連
の
取
り
組
み

政
策
等

2008年

「百年の森
林構想」の
旗揚げ

2013年 2014年

「環境モデ
ル都市」選
定

「バイオマ
ス産業都
市」選定

「SDGs未来
都市」選定

2019年 2022年 2026年 2030年 2050年

小水力発電所めぐみ
リプレイス

2058年

村
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率

へ

http://throughme.jp/idomu_datsutanso_part2/

「脱炭素先
行地域」選
定

薪ボイラー
村内温泉施設

3か所設置
地域熱供給システム・
バイオマス発電開始

小水力発電所みのり
設置

公用車にEV・グリーンスロー
モビリティ導入

100%

村営施設・住宅の屋根等に
太陽光+蓄電池導入
村営施設・住宅に

ZEB/ZEH導入+断熱化

小風力発電設備

村営施設に地中
熱利用・バイオ
マス熱供給

村営施設に高
効率機器導入

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
実
現
へ

対
象
エ
リ
ア
の
民
生
部
門
の
電
力
消
費
に
伴
う

二
酸
化
炭
素
排
出
の
実
質
ゼ
ロ
を
目
指
す

(株)中国銀行

•全体の進捗管理
•プロジェクトの事業性検証

(株)エックス都市研究所
(一社)Code for Japan

(財)むらまるごと研究所

•データPF整備支援
•温暖化対策計画

特別目的会社
エーゼロ (株)・パナソ
ニック(株)・エナジー
社・(株)中国銀行・(株)
三井住友信託銀行などの
関係する民間企業

•地域新電力事業の推進

地域新電力会社

•再エネ電力供給
•太陽光発電設備
•データPF整備

西粟倉村
•脱炭素化設備、太陽光再エネ設備を整備
•脱炭素取り組みへの補助
•全体の施策調整、計画進捗管理
•公用車への電気自動車導入

【電力需要家】

公共施設 民間施設
(村営住宅含む)

⇒蓄電池等により余剰電力を活用しVPPを実現

連携

データPF
開発連携

脱炭素化設備
(太陽光等)整備

脱炭素の取組に
関する補助金

太陽光発電
設備整備電力供給データによるエネルギー需要の

最適化・可視化⇒VPPの実現

出資

テクノ矢崎(株)

•再エネポテンシャル調査
•実施設計

調査
設計

【百年の森林事業】
(株)百森

•森林整備、集約化
•搬出材の管理

(株)三井住友信託銀行
•森林信託事業

カーボンオフセット

(株)motoyu

木質バイオマス

木質チップ
等の供給

熱供給

西粟倉村・
あわくら水力発電(株)

小水力
風力
太陽光

再エネ電力
供給

出典）「2050”生きるを楽しむ”むらまるごと脱炭素先行地域づくり事業」西粟倉村ほか

(2018年比0.5万t-CO2削減)

100％
(2018年比1万t-CO2削減)

2050年

エネルギー
消費量削減

光熱費
削減

設備投資
費増加

可処分所
得増加

地域内事業者
(1次産業含む)
受注額増

地域内消費額増

エネルギー・電力
自給量増加

再エネ・
再エネ電力可能性

新規
事業化

コスト
削減

雇用・人口増
暮らしの質向上

3TJ削減)

8TJ削減)

削減)

削減)

億円増加)

億円削減)

35％
(対エネルギー消費)

2030年

100％
(対エネルギー消費)

2050年

87％
(対電力消費)

100％
(対電力消費)

概念につき
現状空欄
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グラフで見る「西粟倉村ゼロカーボンシート」
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有。町が交渉し、町内に本社を移転した。

グラフで見る「邑南町ゼロカーボンシート」
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知名町ゼロカーボンシート
RE100実現モデル

地域の関係図地方創生・脱炭素の効果

脱炭素ロードマップ

脱
炭
素
関
連
の
取
り
組
み

政
策
等

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2030年2025年 2050年

9/29 知名町
気候非常事
態宣言

http://www.town.china.lg.jp/kikakushinkou/kikaku/20230117_datutannso.html

脱炭素化実現化に向けた「暮らし」「産業」」の確認
脱炭素に向けた検討
アクションプランの作成

既存技術を応用
した選考モデル
の整備

実践的なハード整備・ソフ
ト支援による町の脱炭素型
社会の実現

日
本
と
世
界
に
誇
る

知
名
町
ら
し
い
脱
炭
素
型
社
会
の
実
現

2022年マイクログリッド事業 詳細電力データ測定
2023年マイクログリッド事業 知名町新庁舎周辺
2024年マイクログリッド事業 久志検地区周辺
2025年マイクログリッド事業 国頭地区周辺

マイクログリッド事業
の全島展開に向けた九
州送配電と協議等

2026年

庁舎ZEB Ready

公共施設の省エネ・再エネ導入

公共交通機関EVシフト事業

通学バイクEV支援事業、公用車EV整備事業

再エネの電力を電気自動車や
電動バイクに活用することで
日常の移動の脱炭素化を実現 EVバイク 電気自動車

排出される「ゴミ」を資源
として有効活用し資源循環
の環をつくります。

デポジット 生ごみ資源化
島内の公共施設を中心に
再エネ・省エネ・蓄電設備を
導入し、平時・非常時を問わず
再エネ電力を活用します。

再エネ設備 庁舎ZEB化

出典）乾大樹氏提供資料「地球温暖化と脱炭素社会への転換〜おきのえらぶが取り組む、これからの脱炭素をしろう〜」

公共施設の
省・創・畜
エネ

EVの
促進

生ごみの
資源化

ゼロカーボンアイランド
おきのえらぶ

脱炭素化に向けた
離島モデル
の構築

島内で小型電力網による
省エネ供給体制を構築し、
電力の脱炭素化を目指します。

太陽光 蓄電池 既設電力網
マイクロ
グリッド
の構築

2030年に民生部門電力のCO2排
出量ゼロ化によるゼロカーボンと
持続可能な島づくりの基盤とする。

出典）乾大樹氏提供資料「地球温暖化と脱炭素社会への転換～おきのえらぶが取り組む、これからの脱炭素をしろう～」
ゼロカーボンアイランドおきのえらぶ

酔庵塾：2014年から石田秀樹氏（東北大
学名誉教授）が隔月で「島づくり」につい
て開催している勉強会

ゼロカーボンアイランド
おきのえらぶ推進協議会島全体

エコラブ
構成委員：若者・次世代(35歳以下)

町単位 知名町脱炭素促進協議会 和泊町ゼロカーボン
推進協議会

【事務局】 知名町企画振興課・和泊町企画課

1.マイクログリッド分会
2.公共施設省・再エネ分会
3. EV車両導入分会
4.字循環共生圏分会

1.マイクログリッド分会
2.公共施設省・再エネ分会
3. EV車両導入分会
4.字循環共生圏分会

学識経験者等

国・県関係者

住民代表

関係民間企業
例）電力、ガソリン等

金融機関

地方創生人材支援
(グリーン人材)

電力需要家 説明会
等

知名町

事業支援
民間企業

町長 企画振興課

課長

地球温暖化対策専門職
課長補佐
相当

環境担当

主
要
業
務

町脱炭素先主要施策

脱炭素先行100地域関係業務

脱炭素への住民理解活動

集落版地域循環共生圏計画

施策提案

(2018年比2万t-CO2削減)

99％
(2018年比4万t-CO2削減)

2050年

エネルギー
消費量削減

光熱費
削減

設備投資
費増加

可処分所
得増加

地域内事業者
(1次産業含む)
受注額増

地域内消費額増

エネルギー・電力
自給量増加

再エネ・
再エネ電力可能性

新規
事業化

コスト
削減

雇用・人口増
暮らしの質向上

15TJ削減)

35TJ削減)

減)

減)

億円増加)

億円削減)

21％
(対エネルギー消費)

2030年

97％
(対エネルギー消費)

2050年

100％
(対電力消費)

100％
(対電力消費)

概念につき
現状空欄
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グラフで見る「知名町ゼロカーボンシート」
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発展的事例自治体

・北海道釧路町
・群馬県安中市
・滋賀県近江八幡市
・大阪府和泉市
・岡山県津山市
・福岡県大木町
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グラフで見る「釧路町ゼロカーボンシート」
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グラフで見る「近江八幡市ゼロカーボンシート」
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グラフで見る「和泉市ゼロカーボンシート」
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グラフで見る「津山市ゼロカーボンシート」
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グラフで見る「大木町ゼロカーボンシート」
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